
公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

Ⅰ 基本的事項

１ 団体の概要

団体名

注１ 団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

  欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

 ２ 「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

２ 財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

 注 平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

   なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

  の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

  資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

  を記載すること。）。

３ 合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

 注１ 「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

   第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

   村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

  ２ 「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

   項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

   ものに限る。）をいう。

  ３ □にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４ 財政健全化計画の基本方針等

 注 計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

基 本 方 針

内   容

 庄内町集中改革プランに基づき改革の取組みを実施するとともに、
現在の財政状況の分析や今後の財政状況を把握しながら、財政運営の
健全化を図り持続可能な町づくりに取組みます。

庄内町財政健全化計画

平成19年度～23年度（5ヵ年）

庄内町集中改革プラン（平成18年度～平成22年度）

計 画 名

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

 □ 新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
 □ 旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
 □ 該当なし

246
構成団体名

財政力指数

93.5(H18)

17.3(H19)

公 表 の 方 法 等

実質公債費比率 (％)

経常収支比率  (％)

実質収支比率  (％)

うち普通会計債現在高(百万円)

区  分

24,677国調人口(H17.10. 1現在)

職員数(H19. 4. 1現在)

庄内町ホームページ及び広報「しょうない」への掲載と議会への説明

庄内町

6,415(H18)

28,048(H18)

14,973(H18)

3,011(H18)

将来像
 「自然はみんなのエネルギー いきいき元気な田園タウン」 ６つ
の基本方針と21の主要施策を掲げ、(1)行財政改革の推進、(2)町民と
地域の各団体との相互信頼関係の構築、(3)新しい住民参加の推進を
図りながら町運営をしていきます。新町の顔が見える施策の展開とし
て、１「子供を安心して生み育てられる町（子育ては家庭ぐるみ町ぐ
るみ）」、２「高齢者のとびっきり元気な町づくり」をめざします。

うち公営企業債現在高(百万円)

0.33(H18)

〔合併期日：平成17年7月1日〕

基本理念  町づくりの主役は私たち町民と私たちをとりまく自然であり、自然
とこの町に住む人たちを大切にした町づくりをすすめます。町民と行
政、企業と各団体がそれぞれに応じた役割と責任をもち、互いに助け
合う参画と協働を基本に、元気で自立した町をつくります。

13,075(H18)

6.1(H18)



Ⅰ 基本的事項（つづき）

５ 繰上償還希望額等

補償金免除額

注 「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

 日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

 認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６ 平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１ 地方債計画の区分ごとに記入すること。

 ２ 必要に応じて行を追加して記入すること。

一

般
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等

一
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会

計

出

資

債

等

小   計     (A)

事業債名

一般単独事業債普
通
会
計
債

事業債名

小   計     (A)

一

般

会

計

出

資

債

等

普
通
会
計
債

義務教育施設整備事業債

一般単独事業債

13,333 18,400 31,733

31,73313,333 18,400

49,842 29,763 0 79,605

0

0

0

9,832 922 10,754

40,010 28,841 68,851

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合  計

35,219

3,407

45,442

7,158

30,914

11,663

78,515

12,619

109,429

5,584

7,158

0

5,584

1,178

5,753

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

12,192

2,229

39,689

小   計     (A)

事業債名

公営住宅建設事業債

小   計     (B)

普
通
会
計
債

調整債

義務教育施設整備事業債

臨時財政特例債

一般単独事業債

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合  計

        合   計   (A)+(B) 30,914 78,515 0

小   計     (B)

        合   計   (A)+(B) 49,842 29,763 0

31,733

小   計     (B)

        合   計   (A)+(B) 13,333 18,400 0

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

79,605

109,429

合  計

23,027

繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
31 78繰上償還希望額

80旧簡易生命保険資金

繰上償還希望額

109

1 10 11

50 30

一般公共事業債

956

(単位：百万円)

合  計区   分

32公営企業金融公庫資金 14 19



Ⅱ 財政状況の分析

区  分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ①

課 題 ②

課 題 ③

課 題 ④

課 題 ⑤

留 意 事 項

 注１ 「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

   財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

  ２ 「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

   公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

   の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と

   認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

  ３ 「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

   事項を記載すること。

  ４ 必要に応じて行を追加して記入すること。

財 政 運 営 課 題

内    容

 基金の取崩しにより予算編成をしている状況にあるが、合併特例措
置が切れる合併11年目以降財政運営に支障がないよう行財政のスリム
化に中長期的に取り組んでいく必要がある。人口は、平成22年23,367
人と減少傾向にあり、子育てと教育や高齢者元気な町づくりに力を入
れながら定住人口の拡大に努めていく必要がある。財政指標のうち、
経常収支比率はH17年度92.7%で類似団体の平均値83.3%よりはるかに高
く、財政の硬直化が見られる。実質公債費比率は、平成17年度16.9%で
類似団体の12.7%より大幅に高い。財政力指数は0.320で類似団体0.75
より大幅に低いものとなっている。プライマリーバランスを確保しな
がら、基金の取崩しに頼らない持続可能な財政運営にあたる必要があ
る。

合併して施設が多くなったことや建設年数も経過しているため、維持補修費等に多額の経費を要する。

 特別会計等繰出金は年々増加の傾向にある。これらを抑制するためにも、他会計事
業の精査と事業の抑制を促すとともに、使用料等の見直しによる繰出金の抑制を図る
必要がある。（農集H18 193,517千円【△3,229千円】←H17 196,746千円、下水
384,692千円【32,935千円】←351,757千円、国保 182,037千円【△18,484】←200,521
千円、老健 189,981千円【4,767千円】←185,214千円、介護 270,584千円【△3,230千
円】←273,814千円）

 収入の確保を図る上から、収納率向上アクションプランにより、きめ細かな対応を
図るとともに、ナイトサービスの実施や口座振替の推進等納付環境の整備にも努め
る。又、滞納者に対する対応について税務アドバイザーの協力を得て進めており、悪
質な事例については厳正に対応したい。
 （H18 92.2%← H17 93.5%）

 起債償還額は年々減少傾向にあるが、平成21年度後期に縁故債の変則償還（1/2一括
償還365,400千円）を迎えることから、借替え等により平準化を図っていきたい。又、
保証金免除繰上償還については積極的に取り組んで利子の軽減等により少しでも財政
指標の改善を図りたい。

 合併の際に４つの大型プロジェクト（文化の森、八幡スポーツ公園、中心市街地活
性化、健康増進施設）の計画や、狩川小大規模改造工事（H19～21、事業費5.5億）、
さらには余目地区の３小学校（S38～42建設）が改築も必要となってくることから、今
後これら事業の精査や優先度を考慮しながら進めていく必要がある。



Ⅲ 今後の財政状況の見通し

（単位：百万円）

平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決 算）（決 算）（決 算）（決 算） （決算見込）

地方税 2,032 1,911 1,937 1,937 1,816 2,010 2,060 2,101 2,143 2,186

地方譲与税 418 436 511 523 601 415 413 410 409 407

地方特例交付金 62 60 56 57 45 16 23 30 39 51

地方交付税 4,668 4,334 4,324 4,580 4,445 4,438 4,149 4,066 3,985 3,860

小計（一般財源計） 7,180 6,741 6,828 7,097 6,907 6,879 6,645 6,607 6,576 6,504

分担金・負担金 16 14 14 18 16 12 12 12 12 12

使用料・手数料 174 176 190 175 182 169 170 170 170 170

国庫支出金 379 403 502 456 361 636 525 465 413 413

うち普通建設事業に係るもの 60 55 135 164 101 334 223 162 112 110

都道府県支出金 503 573 491 479 424 429 429 429 429 429

うち普通建設事業に係るもの 97 133 84 68 38 20 20 20 20 20

財産収入 14 21 22 14 18 15 15 15 15 15

寄附金 13 7 14 8 6 3

繰入金 177 689 302 201 97 130 224 254 78 44

繰越金 347 393 390 297 312 399 96

諸収入 308 236 351 337 352 265 265 265 265 265

うち特別会計からの貸付金返済額

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額

地方債 1,460 1,219 952 1,499 999 1,423 933 1,215 850 850

特別区財政調整交付金

10,571 10,472 10,056 10,581 9,674 10,360 9,314 9,432 8,808 8,702

人件費       ａ 2,331 2,348 2,359 2,324 2,258 2,239 2,182 2,098 2,036 1,974

うち職員給 1,449 1,449 1,440 1,444 1,409 1,403 1,354 1,291 1,245 1,199

物件費       ｂ 1,349 1,321 1,383 1,445 1,240 1,478 1,360 1,332 1,305 1,278

維持補修費     ｃ 174 158 213 291 122 200 174 174 174 174

ａ＋ｂ＋ｃ＝    ｄ 3,854 3,827 3,955 4,060 3,620 3,917 3,716 3,604 3,515 3,426

扶助費 317 454 532 544 536 647 647 647 647 647

補助費等 1,532 1,136 1,002 1,061 929 1,060 1,028 997 967 938

うち公営企業(法適)に対するもの 27 37 6 5 4 4 4 4 4 4

普通建設事業費 1,432 994 942 817 1,000 991 905 747 692 690

うち補助事業費 481 304 307 368 212 546 593 374 293 288

うち単独事業費 867 621 605 414 760 445 312 373 399 402

災害復旧事業費 19 7 40 34 19 1 1 1 1 1

失業対策事業費

公債費 1,626 1,721 1,742 1,753 1,718 1,651 1,595 1,977 1,531 1,523

うち元金償還分 1,264 1,396 1,589 1,486 1,463 1,412 1,359 1,710 1,272 1,270

積立金 256 670 215 659 115 607 8 8 8 8

貸付金 128 129 118 103 83 74 73 73 73 73

うち特別会計への貸付金

うち公社、三ｾｸへの貸付金

繰出金 1,005 1,135 1,192 1,226 1,243 1,315 1,340 1,377 1,373 1,388

うち公営企業(法非適)に対するもの 1,002 1,130 1,183 1,212 1,236 1,310 1,335 1,372 1,368 1,383

その他 9 9 21 12 12 1 1 1 1 1

10,178 10,082 9,759 10,269 9,275 10,264 9,314 9,432 8,808 8,695

 【財政指標等】

平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決 算）（決 算）（決 算）（決 算） （決算見込）

形式収支 393 390 297 312 399 96 7

実質収支 330 390 283 246 391 69 7

標準財政規模 6,671 6,250 6,269 6,362 6,415 6,473 6,394 6,316 6,231 6,156

財政力指数 0.30 0.31 0.31 0.32 0.33 0.33 0.33 0.33 0.34 0.34

実質赤字比率   (％)

経常収支比率   (％) 84.9 87.4 91.9 92.7 93.5 93.6 93.2 97.8 90.7 90.2

実質公債費比率    (％) － － － 16.9 17.3 16.7 15.7 17.2 16.6 15.3

地方債現在高 14,339 14,162 13,526 13,539 13,075 13,086 12,660 12,165 11,743 11,323

積立金現在高 2,521 2,507 2,508 2,986 3,011 3,488 3,272 3,026 2,956 2,920

財政調整基金 586 396 475 438 438 439 407 342 331 332

減債基金 778 484 518 468 529 530 469 346 325 326

その他特定目的基金 1,157 1,627 1,515 2,080 2,044 2,519 2,396 2,338 2,300 2,262

区  分

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区  分

歳 出 合 計



Ⅳ 行政改革に関する施策

具 体 的 内 容

 合併時の職員数は298人と類似団体別職員数（260人）と比較すると38人の超過となっている。人件費を抑制し、安定的な行政運
営を確保することは、本町が取り組むべき必要不可欠な急務な課題である。

 行政ニーズに対応した分かりやすい組織編制とすることが必要不可欠であり、職員数は合併してまもないこともあり、他団体と
比べ超過となっている。定員適正化計画においては、合併協議における新・まちづくり計画で毎年度の退職者に対し新規採用は毎
年1名とし、職員の純減と人件費の総額削減を図る。

◇ 国家公務員の給与構造改革を
 踏まえた給与構造の見直し、地
 域手当のあり方

 国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与構造の見直しを行なっている。地域手当の支給はしていない。

◇ 技能労務職員の給与のあり方
 技能労務職員の給与については、国における同種の職員の給与を参考とし、また、その職務の性格や内容を踏まえ、民間の同種
の職種に従事する者との均衡にも留意し、適正な給与制度に努める。見直しの取組方針の策定は県及び他市町村の動向をみながら
対応する。

◇ 退職時特昇等退職手当のあり方
 平成18年度まで勧奨退職に関する要綱により、50歳以上勤続20年以上の職員に1号給（新給料表）から6号給の特別昇給があった
が、平成19年10月1日から廃止した。

◇ 福利厚生事業のあり方
 山形県市町村職員共済組合の事業主負担割合の適正化や職員組合に委託している福利厚生事業（健康診断、団体定期保険、アロ
マテラピー・メンタルヘルス研修等の保健事業、忘年会・秋のお楽しみ会等の親睦会事業※飲食費を除く）等、住民の理解が得ら
れるものとなるよう点検・見直しを行い、適正に事業を実施する。

 合併して施設数も多くなり、また、年数も経過している施設が多いことから、修繕に多額の経費を要している現状であるが、合
併時の財政計画において前年度比2%の削減目標を設定しており、目標達成に向け徹底した節減合理化を図るよう予算編成方針で指
示している。

 「指定管理者制度」導入に関するガイドラインを平成19年3月に策定したが、その中で施設の移行区分を明確にして「指定管理
者制度」への移行については平成19年度から概ね5年間を目処に実施する。

項   目

１ 合併予定市町村等にあってはその予定
 とこれに伴う行革内容

２ 行革推進法を上回る職員数の純減や人
 件費の総額の削減

３ 物件費の削減、指定管理者制度の活用
 等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○ 地方公務員の職員数の純減の状況

○ 給与のあり方

○ 物件費の削減

○ 指定管理者制度の活用等民間委託の
 推進やＰＦＩの活用



Ⅳ 行政改革に関する施策（つづき）

具 体 的 内 容

課題③
 「庄内町収納率向上アクションプラン」を平成18年7月に策定しており、それぞれの行動計画の実施により徴収率の向上を図
る。また、町有財産及び物品等で使用目的がないものについては、積極的に売却あるいは貸付を検討し、財源確保と維持費の削減
を図る。

 庄内町土地開発公社については、平成18年6月30日に第３種公社経営健全化団体の指定を受け、平成22年までの経営健全化計画
を策定し、その中で経営健全化に取り組んでおり今後の動向を見守っている状況にある。

◇ 給与及び定員管理の状況の公表
 給与及び定員管理のあらましについては、年1回広報「しょうない」に掲載するとともに、HPで更に詳しい内容で公表してい
る。

◇ 財政情報の開示
 財政状況の公表に関する条例により、6月、12月に財政状況、又、財政分析表をHPで公表するとともに、予算、決算、バランス
シートについては広報「しょうない」とHPに掲載している。

 ５年後を目指して整備するということであり、今後情報収集や研修等へ積極的に参加をしながら実施に向けて取り組んでいきた
い。

 平成18年度223事業の事務事業評価を実施した。平成19年度も222事業の評価作業を実施することにより職員のコスト意識を高
め、効率的・効果的な行政運営を進める。

課題①②

 プライマリーバランスの黒字化を図る上からの起債による事業の精査、優先度を考慮するとともに、公債費の平準化を目指して
取り組む。

課題④

 繰出金は年々増加傾向にあることから、他会計事業の精査と繰出金の抑制に努める。

課題⑤

 施設の効率的な運営を念頭に輝きながら施設修繕については、年度別平準化を図りながら緊急的なもの、優先度の高いものから
実施する。

 注１ 上記区分に応じ、「Ⅱ 財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、

   に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

  ２ 必要に応じて行を追加して記入すること。

７ その他

５ 地方公社の改革や地方独立行政法人へ
 の移行の促進

項   目

４ 地方税の徴収率の向上、売却可能資産
 の処分等による歳入の確保

○ 行政評価の導入

６ 行政改革や財政状況に関する情報公開
 の推進と行政評価の導入

○ 行政改革や財政状況に関する情報公開

○ 公会計の整備



Ⅴ 繰上償還に伴う行政改革推進効果
１ 主な課題と取組及び目標

 注 必要に応じて行を追加して記入すること。

２ 年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決 算） （決 算） （決 算） （決 算） （決算見込）

266 259 254 253 246 242 234 229 224 224

-3 -7 -5 -1 -7 -4 -8 -5 -5 0 -22

職員数のうち一般行政職員数 178 173 169 168 163 161 156 154 151 152

増減数 -3 -5 -4 -1 -3 -16 -2 -5 -2 -3 1 -11

職員数のうち教育職員数 63 60 59 60 59 57 54 52 51 51

増減数 1 -3 -1 1 -1 -3 -2 -3 -2 -1 0 -8

職員数のうち警察職員数

増減数

職員数のうち消防職員数

増減数

職員数のうち技能労務職員数 25 26 26 25 24 24 24 23 22 21

増減数 -1 1 0 -1 -1 -2 0 0 -1 -1 -1 -3

－ － － 16.9 17.3 16.7 15.7 17.2 16.6 15.3

0.4 -0.6 -1.0 1.5 -0.6 -1.3 -2.0

14,339 14,162 13,526 13,539 13,075 13,086 12,660 12,165 11,743 11,323

196 -177 -636 13 -464 -1,068 11 -426 -495 -422 -420 -1,752

1,721 1,729 1,716 1,719 1,681 1,614 1,537 1,489 1,446 1,424

28 -8 13 -3 38 68 67 144 192 235 257 895

114 104 112 106 105 120 104 104 94 94

10 10 -8 6 1 19 -15 1 1 11 11 9

0

0

 注１ 歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 87 904

  ２ 「課題」欄については、「１ 主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

  ３ 改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして 11
   各年度の改善額を計上すること。

    ４ 計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

  ５ 「計画前５年間改善額 合計」欄及び「改善額 合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

  ６ ３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は

   計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の

   改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

  ７ 「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５ 繰上償還希望額」に記入した「旧資

   金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

  ８ 必要に応じて行を追加して記入すること。

維持補修費(除雪委託料除く）

改善額

計画前５年間改善額 合計

計画合計

職員数

増減数

計画前５年度
実 績

項  目

実     績 目     標

地方債現在高

1

実質公債費比率

増減

課 題

増減

３ 公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４ その他

他会計に対する繰出金の抑制に努める。

維持補修費等について削減を図る。

１ 職員数の純減や人件費の総額の削減

２ 公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

課 題 取 組 及 び 目 標

職員採用の抑制、民間活力の積極的な導入、行政組織の整理、事務改善等を行ないながら、定員適正化計画の純減分を確保するとともに、
総額の削減を図る。

プライマリーバランスの黒字化を図る。

4

改善額

改善額

（単位：人、百万円）

改 善 額  合 計

（参考）補償金免除額

人件費(退職手当を除く。)

改善額


